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ア． 学則変更（ 収容定員変更） の内容 

 本学大学院は、 表 1 のと おり 、 令和 4（ 2022） 年度から 経済経営研究科経済学専攻修士

課程、 経営政策専攻博士前期課程及び経営政策専攻博士後期課程並びに外国語学研究科英

語学専攻修士課程及び国際文化協力専攻修士課程の入学定員・ 収容定員を変更する 。なお、

専攻間で入学定員・ 収容定員の振替を行わない。  

 

表１  本学大学院入学定員・ 収容定員の変更概要            （ 単位： 人）  

研究科 専攻・ 課程 
現行 変更後 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

経済経営研究科 

経済学専攻修士課程 7 14 2 4 

経営政策専攻博士前期課程 20 40 10 20 

経営政策専攻博士後期課程 5 15 2 6 

外国語学研究科 
英語学専攻修士課程 7 14 2 4 

国際文化協力専攻修士課程 5 10 2 4 

合  計 44 93 18 38 

 

イ ． 学則変更（ 収容定員変更） の必要性 

１ ． 沿革及び構想 

 本学は、 キリ スト 教主義に基づく 「 敬神愛人」 を建学の精神に掲げ、 昭和 39（ 1964） 年

に経済学部経済学科の単科大学と し て開設し 、 広く 社会に貢献でき る 人格と 能力を備えた

人材の育成、 と り わけ中部圏の地域社会で活躍する 人材の育成をその社会的使命と し てき

た。 ま た、 本学大学院は、 学部の教育の基礎の上に、 高度にし て専門的な学術の理論及び

応用を教授研究し 、 キリ ス ト 教主義に基づいて人格を陶冶する こ と を目的と し て、 平成 9

（ 1997） 年に経済経営研究科経済学専攻及び経営政策専攻並びに外国語学研究科英語学専

攻を開設し た。 本学は、 社会的要請に対応し て学部等の整備拡充を続け、 現在では経済学

部、 現代社会学部、 商学部、 法学部、 外国語学部、 国際文化学部、 ス ポーツ健康学部、 リ

ハビリ テーショ ン学部の 8 学部 11 学科及び大学院経済経営研究科、外国語学研究科の 2 研

究科を擁する 総合大学に発展し ている 。  

 こ のたび、 経済経営研究科経済学専攻修士課程、 経営政策専攻博士前期課程及び経営政

策専攻博士後期課程並びに外国語学研究科英語学専攻修士課程及び国際文化協力専攻修士

課程について、 将来的な学生募集に対する 懸念が大き いこ と から 、 学生確保をよ り 確実に

する ために入学定員・ 収容定員を減少さ せる こ と と し た。  

 

２ ． 定員減の理由 

入学定員・ 収容定員変更の主たる 理由は、 両研究科の各専攻について、 将来的な学生募

集に対する 懸念が大き いためである 。 表 2 に記載のと おり 、 両研究科の各専攻では、 直近 5
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年間のほと んどで入学定員超過率が 1.0 倍を下回っている 。また、文系研究科を有する 愛知

県内の競合私立大学院でも 、 ほぼ全ての研究科で入学定員超過率が 1.0 倍を下回っている 。

（ 資料 1）  

将来的な学生募集に対する 懸念に関連し て、 平成 30（ 2018） 年度に受審し た第 3 期認証

評価の結果において、「 外国語学研究科修士課程では、 収容定員に対する 在籍学生数比率が

0.21 と 低いため、 大学院の定員管理を徹底する よ う 改善が求めら れる 。」 と の改善課題が付

さ れている 。  

 

表２  経済経営研究科及び外国語学研究科の各専攻の入学者数 

年度 

区分 

平成 28 

（ 2016）  

平成 29 

（ 2017）  

平成 30 

（ 2018）  

平成 31 

（ 2019）  

令和 2 

（ 2020）  

経済学専攻 

修士課程 

入学者数 6 3 6 6 8 

超過率 85.7%  42.9%  85.7%  85.7%  114.3%  

経営政策専攻 

博士前期課程 

入学者数 21 9 14 15 21 

超過率 105.0%  45.0%  70.0%  75.0%  105.0%  

経営政策専攻 

博士後期課程 

入学者数 0 3 0 2 1 

超過率 0.0%  60.0%  0.0%  40.0%  20.0%  

英語学専攻 

修士課程 

入学者数 1 1 2 1 1 

超過率 14.3%  14.3%  28.6%  14.3%  14.3%  

国際文化協力専攻 

修士課程 

入学者数 2 0 3 5 6 

超過率 40.0%  0.0%  60.0%  100.0%  120.0%  

 

ウ ． 学則変更（ 収容定員変更） に伴う 教育課程等の変更内容 

１ ． 教育課程の変更内容 

 経済経営研究科経済学専攻修士課程、 経営政策専攻博士前期課程及び経営政策専攻博士

後期課程並びに外国語学研究科英語学専攻修士課程及び国際文化協力専攻修士課程の入学

定員・ 収容定員変更に伴う 教育課程の変更は生じ ない。 ま た、 教育課程の根幹をなすディ

プロ マ・ ポリ シーの変更も 生じ ない。  

 

２ ． 教育方法及び履修指導方法の変更内容 

 両研究科の各専攻の入学定員・ 収容定員変更に伴う 、 教育方法及び履修指導方法の変更

は生じ ない。 ま た、 経済経営研究科の各専攻では、 引き 続き 夜間に講義や研究指導科目を

開講する 。  

 

３ ． 教員組織の変更内容 

 両研究科の各専攻の入学定員・ 収容定員変更に伴う 、 大学院設置基準第９ 条の規定に基

づく 「 大学院に専攻ごと に置く も のと する 教員の数について定める 件」 の教員数の変更は
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生じ ない。  

 

４ ． 大学全体の施設・ 設備の変更内容 

 本学は、 名古屋キャ ンパス では〈 し ろと り 〉、〈 ひびの〉、〈 たいほう 〉 の 3 つの校地を整

備し ている 。 本学大学院は、 教育・ 研究を〈 ひびの〉 で行う ほか、 名古屋市の丸の内地区

に所在する サテラ イ ト キャ ンパス 「 丸の内サテラ イ ト 」 でも 行っている が、 両研究科の各

専攻の入学定員・ 収容定員変更に伴い、 2021 年 3 月末をも って「 丸の内サテラ イ ト 」 を閉

鎖し 、 2022 年 4 月よ り 教育・ 研究のほぼ全てを〈 ひびの〉 で行う こ と と する 。 なお、 教室

の配当やその他施設・ 設備の運用については本学学部と の共同利用と なる が、 ①両研究科

の各専攻の定員変更後の規模、 ②経済経営研究科の各専攻では、 主に夜間に講義や研究指

導科目を開講し ている こ と を考慮すれば支障はない。  
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